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1． 自治会加入率の減少と 会員離れについて 

意見のまと め: 

• 現状認識: 若年層の参加率が低く、 自治会員の高齢化と 減少が深刻な課題となってお

り、 活動の担い手が不足しています。 特に新住民の加入が少なく、 自治会活動への関

心が低い傾向が見られます。 旧態依然とした活動（ 神社行事案内や寄付金集めなど）

が反発を招き、 自治会離れの原因になっているとの指摘もあります。子供会も 役員不

足で廃止さ れる事態に至っています。 

• 背景・ 理由: 住民にとって自治会活動のメリットが見えにく い、 情報発信が一方的で届

きにく い（ 特にデジタ ルに慣れた若年層） 、 多忙なライフスタイルに合わない、 会費負担

があるなどが挙げられます。 住民の顔が見えないことへの不安も背景にあります。 

• 情報発信: LI NE などのデジタ ルツールを活用している自治会もありますが、 情報が一

部の登録者にし か届かない、 一方的な発信になっているなどの課題も指摘さ れていま

す。 

• 活動内容: 魅力的な活動が不足している、 住民ニーズに合っていないといった意見が

あります。 

課題解決に向けての意見:  

• 魅力的な活動内容の提供: 住民のニーズに合った活動を企画し、 関心を高める必要

があります。 具体的には、 家族向けのイベント、趣味を共有するグループ活動、 地域の

歴史や文化を学ぶツアーなどが有効です。 

• コミュニケーショ ンの強化と 情報発信の改善: SNS や LI NE グループなどを活用し、 情

報を迅速かつ効果的に共有し、 双方向のコミュニケーショ ンを強化することが重要で

す。 自治会館をコミュニティ 発信基地として活用することも提案さ れています。 行政から

の連絡についても、 一部の LI NE 登録者のみに発信するのではなく、 透明性のある発

信方法を検討すべきです。 

• 参加のハード ルを下げる工夫: 短時間で参加できる活動やオンライン会議など柔軟な

参加方法を提供し、 忙しい人でも参加し やすく するべきです。 会費の負担軽減策も検

討が必要です。 

• 新規住民への積極的なアプローチ: 新しく 地域に移り 住んだ人々に対し、 自治会の役

割や活動内容を分かりやすく 説明するウェ ルカムイベント やオリエンテーショ ンを開催

し、 初期段階からの参加を促すことが効果的です。 

• 住民意見の反映: 住民の意見を積極的に取り入れ、 活動内容や運営方針に柔軟に反

映さ せることで、 自治会が住民にとって身近で必要な存在であることを示すべきです。

アンケート や定期的な意見交換会が有効です。 
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• 地域貢献の実感: 防災訓練や地域清掃活動など、 地域の安全や美化に直接貢献する

活動を行うことで、 住民が地域貢献を実感し、参加意欲を高めることができます。 

• 世代を超えた交流の促進: 子供向けイベント に高齢者がサポート 役として参加するな

ど、 異なる世代が協力する場を提供することで、 交流を促進し、 連帯感を醸成するべき

です。 

• 自治会活動の成果の可視化: 活動後の報告書や写真を回覧板や SNS で共有し、 地

域の改善が自治会活動の成果であることをアピールすることで、 住民にその重要性を

理解してもらう べきです。 

• 住民ファースト への転換: 市からの補助金目当てだけではなく、 住民にとって真に必要

な活動を優先する「 住民ファースト」 の視点を持つべきです。 旧態依然とした活動は見

直し、 SNSを活用した運営など、 現代のニーズに合わせた変革が必要です。 

• 子供育成会の再結成: 助成金や自治会費の充当、 地域で子供を見守る意義、 地域コ

ミュニケーショ ンの観点から、 子供育成会の再結成を検討する必要があります。 

2． 自治会役員の負担・ 担い手不足について 

意見のまと め: 

• 現状認識: 参加者の減少と 高齢化により、 活動の担い手が不足しており、 特に 80 歳

以上の高齢者が役員を務めている現状も報告されています。 一部の自治会では、 加

入者がいないため班長が役員を兼任しており、特定の人に負担が集中しているケース

が見られます。 子供育成会も役員不足で廃止されています。 

• 課題点: 役員の選出方法が不明確な場合や、 総会での委任状提出形式（ 白紙委任状

の強要） に疑問が呈さ れています。 役員の負担が大きいと、 次世代への引き継ぎが困

難になります。 

課題解決に向けての意見:  

• 役割分担の明確化と 任期短縮: 役員の負担を軽減するために、 役割分担を明確にし、

任期を短く 設定するなどの工夫が必要です。 

• 回覧内容の精査と 効率化: 回覧内容を吟味し、既に SNSなどで発信されている情報

や自治会員にとって必要性の低いものは回覧しない、 回覧頻度を月 2 回に限定するな

ど、 組長や会員の手間を省く 検討の余地があります。 

• 地域住民への協力要請: 火の用心当番など、 特定の役員に集中し がちな活動につい

て、 年間スケジュールを明示して広く 地域住民に協力を募ることで、 負担を分散さ せ、

地域全体の防災意識向上にも繋げることができます。 
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• 第三者委員会の活用: 元自治会長や自治連合会長などの第三者を委員として迎え入

れ、 自治会規約の確認や、 役員の負担軽減策、 自治会員増強策などについて継続的

に協議する場を設けることが有効です。 

• 総会運営の透明化: 決算総会や新年度予算総会において、 事前に事業報告や事業

計画案、 決算報告書、 予算案書を配布し、 委任状提出形式の改善を図るなど、 透明性

のある運営に努めるべきです。 

• I Tツールの活用: Ti meTree（ カレンダーアプリ） などのアプリを役員間で共有し、 活動の

可視化と 支援を図ることも負担軽減に繋がります。 

3． 自治会活動の認知と 住民の意識について 

意見のまと め: 

• 現状認識: 自治会活動の重要性や意義が特に若い世代に十分に理解されていないと

いう 課題があります。 活動内容が形骸化しており、 特定の活動（ 福祉など） が住民に認

識さ れていないケースもあります。 地域貢献や活動のメリット が住民に伝わり にく い状

況です。 

• 情報周知: 回覧板が主要な周知方法である一方、 情報が届きにく い、古いといった問

題が指摘さ れており、 特に I T活用が進んでいない自治会では、 災害時の情報伝達に

も懸念があります。 行政からの情報発信も、 一部の LI NE 登録者にのみ発信さ れるな

ど、 透明性に欠ける場合があります。 

• 意識: 地域活動に対する関心が低い住民が多く、自治会の活動が『 お節介』 と感じられ

たり、 その必要性を実感しにく いという 意見があります。 

課題解決に向けての意見:  

• 多角的な情報発信の強化: SNS や LI NE グループ、 Web サイト などを積極的に活用し、

情報を迅速かつ効果的に共有することで、 活動の認知度を高めるべきです。 自治会館

を「 コミュニティ 発信基地」として活用し、 具体的な広報の場を設けることも有効です。 

• 活動の成果の可視化: 活動後の報告書や写真を回覧板や SNSで共有し、 地域がど

のよう に改善さ れたかを具体的に示すことで、 住民に自治会活動の重要性を理解して

もらう べきです。 

• 住民の意見を反映した活動: 住民の意見を積極的に取り 入れ、 活動内容や運営方針

に柔軟に反映さ せることで、 自治会が住民にとって身近で必要な存在であることを示す

べきです。 

• 地域貢献を実感できる活動の推進: 防災訓練や地域清掃活動など、地域の安全や美

化に直接貢献する活動を行うことで、 住民の参加意欲と 活動の意義への理解を高めま

す。 
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• 回覧板の効率化: 回覧内容を精査し、 必要な情報に絞り 込むことや、 デジタ ルツール

と併用して回覧の手間を軽減することが検討されています。 行政からの情報について

も、 自治会役員が地域にとって重要なものを見極めて発信することが求められます。 

• 自治会館の有効活用: 開館日の明示看板を設置したり、 入館者名簿で利用状況を分

析したりすることで、 自治会館の利用促進と 今後の運営改善に役立てることができま

す。 プロジェクターやスクリーンを導入し、 情報共有や会議に活用することも提案さ れて

います。 

• 防災知識の普及: 各家庭でできる自助、 自治会としての共助、 公助の役割など、 防災

に関する知識を住民に周知することが重要です。 

4． 若年層・ 新住民の参加促進について 

意見のまと め: 

• 現状認識: 若年層や新住民の参加が非常に少ない状況です。 新住民へのアプローチ

が不足しており、 自治会への関心が低いことが課題です。 

• 背景・ 理由: 若年層は仕事や子育てで多忙なため、 自治会活動に参加する時間がな

いと 感じていることが多いです。 情報が届きにく い、 活動に関心がない、自治会に参加

するメリットを感じにく いといった理由も挙げられます。 

• 活動状況: 若年層や新住民向けの具体的な参加促進の取り 組みがまだ不十分である

との回答があります。 

課題解決に向けての意見:  

• 新規住民への丁寧なアプローチ: 自治会の役割や活動内容を分かりやすく 説明する

ウェ ルカムイベント やオリエンテーショ ンを開催し、 新しく 地域に移り 住んだ人々が自治

会に参加し やすい環境を整えるべきです。 

• 参加のハード ルを下げる工夫: 短時間で参加できる活動やオンライン会議など、 忙し

いライフスタイルに合わせた柔軟な参加方法を提供することが重要です。 

• 家族向け・ 多世代交流イベント の企画: 家族全員で楽し めるイベント や、 子供向けイベ

ント に高齢者がサポート役として参加するような世代を超えた交流の機会を創出するこ

とで、 若年層や子育て世帯の参加を促します。e スポーツのような老若男女が楽し める

新しい活動の導入も検討さ れています。 

• 子育て支援の充実: 高齢化が進む地域では見守り 活動に加え、 子育て支援の充実も

重要です。 子供・ 高齢者等福祉相談窓口の設置も有効です。 

• 自治会館の活用: 自治会館を老若男女隔てなく 集える憩いの場として活用し、 悩み相

談会やマルシェ、 喫茶、季節の行事などを通じて、 多様な住民が気軽に立ち寄れるコミ

ュニティ 拠点とするべきです。 
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• 情報発信の改善: 若年層が利用する SNS や Web ツールを積極的に活用し、 活動の

魅力を効果的に発信することで、 関心を喚起すべきです。 

• 子供育成会の再結成: 地域で子供を見守る意義を対象家庭に丁寧に説明し、 子供育

成会を再結成することで、 若い世代の地域参画のきっかけを作ります。 

5． 自治会間・ 地域団体間の連携の弱さについて 

意見のまと め: 

• 現状認識: 他の自治会や地域団体と の連携がほと んどない、 または一部の活動が共

有さ れているに過ぎないといった状況が見られます。 活動が孤立し、 住民主体で行わ

れるイベントも多いと 報告さ れています。 

• 課題点: 高齢者と のコミュニケーショ ン機会の不足が指摘さ れています。 

課題解決に向けての意見:  

• 第三者委員会の活用と継続的な協議: 元自治会長や自治連合会長を含む第三者委

員会を立ち上げ、 学区内外の各種団体と の連携について継続的に協議する場を設け

るべきです。 

• 自治会館を交流拠点に: 自治会館をコミュニティ発信基地として活用し、マルシェ 共催

などを通じて他団体と の交流を促進するべきです。 

• 自治連合会を中心とした連携強化: 瀬田学区自治連合会が主催する「 勢多歩こう 会」

を例に、 公民館利用団体、 社会福祉協議会、 あんしん長寿相談所、 保育園・ 幼稚園・

小学校・ 中学校といった多様な地域団体と の連携を提案しています。 

• 住民ファースト の視点での連携見直し: 自治会が主体となり、 各種諸団体と の連携を

模索し つつ、 あく まで住民ファースト の視点から、 自治会にとって真に必要な連携先を

見直し、 再構築することが重要です。 

• 防災や地域イベント を連携の機会に: 敬老会での警察・ 社協共催による振り 込め詐欺

啓蒙活動や、 瀬田学区運動会を災害体験型アクティ ビティ 防災運動会とすることで、 他

団体と の協力要請や連携の機会を創出することが考えられます。 

• 高齢者と のコミュニケーショ ン機会の創出: 高齢者と の定期的な交流の場を設けること

で、 連携を深めることができます。 

6． 高齢化・ 人口減少に伴う 地域力の低下について 

意見のまと め: 
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• 現状認識: 高齢化と 人口減少により、 地域活動の担い手不足が深刻化し、 地域活動

への参加が困難になる高齢者も 増加しています。 老人クラブの加入もなく、 存続が危

ぶまれる状況です。 

• 課題点: 地域活動への関心が低下し、 地域力が低下しているとの認識があります。 高

齢者と 若年層の間で情報収集手段（ 回覧板 vs スマホ） の格差が生じており、 活動が

一時的で持続的なつながり が不足しているとの指摘もあります。 

• 情報発信: 高齢者への情報伝達において、 スマホでの情報収集に慣れていない層へ

の配慮が課題です。 

課題解決に向けての意見:  

• 高齢者支援の充実: 高齢者向けの支援サービス（ 見守り 活動など） を充実さ せること

が重要です。 また、 高齢者や母子、 外国人の孤独を守るため、 対話を通じた行政への

橋渡しを行うことも提案されています。 

• 世代を超えた交流の促進: 子供向けイベント に高齢者がサポート 役として参加するな

ど、 世代を超えた交流の機会を創出し、 高齢者が活動に参画し やすい環境を整備する

べきです。 自治会館を多世代が憩える場として活用するのも有効です。 

• 地域活動のスマート 化・ 効率化: 自治会活動を「 スマート 化」 し、 効率的な運営を図るこ

とで、 担い手の負担を軽減し、 持続可能な活動を目指すべきです。 

• 情報格差への対応: デジタ ルツール（ SNS、 LI NE） の活用を進めつつ、高齢者にも分か

りやすい情報伝達手段やサポート を提供することで、 情報格差を埋める努力が必要で

す。 

• 住民ファースト の活動への注力: 市からの補助金目当てではなく、 地域住民のニーズ

に基づいた本質的に必要な活動に焦点を当てることで、 地域力を維持・ 向上させるべ

きです。 

• 連携強化による支援体制の構築: 瀬田学区自治連合会と 社会福祉協議会、 あんしん

長寿相談所などの専門機関と の連携を強化し、高齢者支援の体制を構築することが

重要です。 

7． 若年層・ 新住民の地域参画の少なさについて 

意見のまと め: 

• 現状認識: 若年層や新住民の地域活動への参加が低く、 その傾向が顕著です。 

• 参画を妨げる要因: 多忙なライフスタイル、 情報不足、 地域活動への関心の低さ、 参

加メリット の不明確さなどが挙げられます。 行政からの情報が地域にとって本当に重要

なものか見極める必要性も指摘さ れています。 
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• 活動状況: 若年層や新住民の参加を促す具体的な取り 組みがまだ不足しているとの

認識があります。 

課題解決に向けての意見:  

• 参加し やすい環境づく り: 若年層が参加し やすいよう に、 短時間で完結する活動や、 子

供連れでも参加できるイベント を企画することが重要です。 オンライン会議など、 柔軟

な参加方法も提供すべきです。 

• 情報発信の改善: 若年層が利用する SNS や Web ツールを積極的に活用し、 活動の

魅力や参加メリットを効果的に発信することが求められます。 行政からの情報も、 自治

会が精査し、 地域にとって真に必要な情報を届ける役割を果たすべきです。 

• 新規住民への丁寧なアプローチ: ウェ ルカムイベント やオリエンテーションを通じて、 自

治会の役割や活動内容を分かり やすく 説明し、地域への関心と 参加を促すことが有効

です。 

• 多世代交流の場の提供: 家族向けイベント や、e スポーツのよう に老若男女が一緒に

楽し める活動、 子供向けイベント に高齢者がサポート 役として参加する機会などを創出

し、 世代を超えた交流を促進すべきです。 自治会館を多機能なコミュニティ ハブとして

開放することも有効です。 

• 住民意見の活動への反映: 住民の意見を積極的に取り 入れ、 活動内容や運営方針に

反映さ せることで、 若年層や新住民が「 自分たちの自治会」 という 意識を持ち、 主体的

に参画する意欲を高めます。 

• 子供育成会の再結成: 地域で子供を見守る意義や地域コミュニケーションの重要性を

伝え、 子供育成会を再結成することで、 若い子育て世代の地域活動への関与を促しま

す。 

8． 空き家・ 空地の増加と 活用の困難について 

意見のまと め: 

• 現状認識: 空き家・ 空地の現状や課題、 活用に関する具体的な取り 組みはまだ不足し

ていると の回答があります。 

• 課題点: テキスト データからは具体的な課題や活用が難しい理由についての詳細な意

見は少なかったです。 

課題解決に向けての意見:  
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• 地域資源としての活用検討: 近江国庁跡地や惣山遺跡地といった地域の未活用地・

歴史的資源を、 行政と連携して防災公園や遺跡巡り ルートとして整備するなど、 地域

の魅力を高める活用方法を検討し、 行政に働きかけるべきです。 

9． その他自由意見・ 補足について 

意見のまと め: 

• 自治会の意義: 自治会活動は単なる地域住民への奉仕ではなく、 地域住民と の活動

を通じて地域社会全体を良く していく 仕組みであるべきだと の意見があります。 

• 地域課題: 活動資金の確保、 多様な価値観・ ライフスタイルへの対応、 犯罪や交通安

全を含む地域の安全保障も主要な課題として挙げられています。 

• 災害リスク: 大津市内では、 湖西エリアや山間部で土砂災害や洪水のリスクが高く、 平

地で河川や山の近く でない地域は比較的リスクが低いとされています。 

• 組織運営: 令和 7 年度のテーマとして「 安心・ 安全」 や「 共助による絆の深化」「 住んで

良かった街づく り」 が掲げられています。 自治会規約の確認や、 第三者委員会の立ち

上げによる継続的な協議の必要性が示さ れています。 

• 自治会館の活用: 自治会館をコミュニティ 発信基地として活用し、 悩み相談会やマル

シェ 共催、 喫茶などの憩いの場として老若男女が集える場を提供する提案がありま

す。 

• 情報発信: 大津市広報などの行政からの連絡について、 一部の LI NE 登録者のみへ

の発信では透明性がなく、具体的な発信の場を設ける必要があると 指摘さ れていま

す。 また、 市からのライン発信が多い中で、 役員が地域にとって本当に重要な情報を

見極めるべきだという 意見もあります。 

• 行事・ 活動の見直し: 旧態依然とした自治会活動や理念だけでは、 今後ますます脱退

者が増え、 自治会の存在自体が危ぶまれるため、 規約の改定を含め、 真剣に活動を

見直す必要があるとされています。 女性諸団体のあり 方や、 回覧・ 掲示板掲載に関す

る規約の明確化（ 宗教活動と の区別、 公正・ 中立性など） も検討課題です。 

• 財源: 認可地縁団体の活動維持費用（ 人件費、施設管理費） を捻出する方法（ 入館

料、 寄付など） の検討が必要とされています。 

• 地域インフラ: 道路側溝の補修、 夜間電灯の設置、 調整池の維持管理、 防火水槽の

改善など、 具体的な地域インフラの改良・ 改修に関する要望も挙がっています。 

課題解決に向けての意見:  

• 「 安心・ 安全なまちづく り」 の推進: 防災訓練や地域の防災計画策定、 危険箇所の把握

と改善など、 地域の安全・ 防災対策を強化し、 災害時を想定した避難訓練や共助訓練
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を通じて、 安心・ 安全な町・ 暮らしを守ることを自治会の重要な方針と すべきです。 自然

災害だけでなく、 人為災害（ 火災・ 爆発） への対策も必要です。 

• 自治会規約の改定と 第三者委員会による継続協議: 地域構成人員や地域環境の変

化を鑑み、 自治会規約を改定するとともに、 元・ 前自治会長らを含む第三者委員会を

立ち上げ、 自治会の意義や活動内容について継続的に討議する場を設けるべきで

す。 

• 自治会館の多機能化と設備拡充: 自治会館を「 コミュニティ 発信基地」 と位置づけ、 毎

月の悩み相談会、 マルシェ 共催、 喫茶などの憩いの場、 地元一芸に秀でた方による教

室や講演、 消火器訓練の場など、 老若男女が多様な目的で集える場として活用すべき

です。 入口扉への網戸設置、 開館日の明示看板、 プロジェクターとスクリーンの購入、

入館者名簿の設置など、 設備面での改善も要望さ れています。 

• I Tツールの積極的な活用と 情報発信の透明化:  QRコ ード 作成による会員個々の

LI NE 登録推奨、 役員間での Ti meTree アプリ 活用による活動の可視化と支援など、I T

ツールを導入し、 情報発信の迅速化、 透明化、 効率化を図るべきです。行政から の情

報も、 地域にとって重要なものを役員が見極め、 適切に住民に届ける必要がありま

す。 

• 地域独自の資源を活かした活動: 国庁跡地・ 惣山遺跡地などの地元の歴史・ 文化資

源を知る活動や、 それらを防災公園・ 遺跡巡り ルートとして整備するよう行政に働きか

けることで、 地域への愛着を育み、 活性化に繋げるべきです。 

• 活動資金の確保と 透明化: 認可地縁団体としての活動維持費用（ 人件費、 施設管理

費） を捻出するための方法（ 入館料、 寄付など） を検討し、 活動範囲（ 営利目的でない）

とのバランスを図る必要があります。 決算総会・ 予算総会の運営を透明化することも重

要です。 

• 新し い形の地域イベント導入: 既存の運動会が弱体化している現状を踏まえ、 災害体

験型アクティ ビティ 防災運動会や、 老若男女が参加できる e スポーツの取り 組みを検

討するなど、 時代に合わせた魅力的なイベント を企画すべきです。 

• 地域インフラの改善への積極的な働きかけ: 防火水槽、 農水路桝の容量、 夜間電灯

設置、 道路側溝の補修、 調整池の維持管理など、 具体的な地域インフラの課題につい

て行政に積極的に働きかけるべきです。 

• 住民ファースト での各種団体と の連携見直し: 市からの補助金目当てだけでなく、 住民

にとって真に必要な連携であるかを吟味し、 警察・ 社協と 共催での振り込め詐欺啓蒙

活動など、 住民の安心・ 安全に直接貢献する活動を推進すべきです。 

 




